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Lead Tech Exploration.

決算・業績見通しのポイント



決算・業績見通しのポイント
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2023年度受注高は31,504百万円（前期比△4.2％）と、前年度に次ぐ過去２番目の水準

2023年度売上高は31,945百万円（前期比+12.2％）と初めて300億円を達成。全セグメントに
おいて前年度を上回る売上を達成

1

2023年度損益は、原材料・資源価格の高騰等の影響を受けたものの、価格転嫁やコストダウンを進
めたことにより営業利益は2,782百万円（前期比+15.4％）、親会社株主に帰属する当期純利益
は1,977百万円（前期比+ 9.5％）と増益を確保

2

2024年度売上高は、受注残高及び旺盛な需要環境により、 33,250百万円（2023年度比
+4.1％）を計画

営業利益は2,950百万円（2023年度比+6.0％）、親会社株主に帰属する当期純利益は
2,080百万円（前期比+ 5.2％）と連続増益を計画

3

2023年度配当は40.0円（配当性向30.5%）

2024年度からは配当政策にDOE（連結純資産配当率）基準を採用。DOE4.0%を目安とするこ
とで、2024年度配当は84.0円（配当性向61.0%）とする計画
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Lead Tech Exploration.

2023年度（2024年3月期）実績



連結業績
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(単位：百万円）

2023年度 2022年度 前年比／差
2023年度公表値

(2023年5月15日)
公表差

受注高 31,504 32,884 △ 4.2% △ 1,380 34,730 △ 9.3%

売上高 31,945 28,478 + 12.2% + 3,467 32,000 △ 0.2%

売上総利益（率） 8,616 (27.0%) 7,777 (27.3%) + 10.8% + 839 8,540 (26.7%) + 0.9%

販売費及び一般管理費 5,833 5,365 + 8.7% + 468 5,700 + 2.3%

営業利益（率） 2,782 (8.7%) 2,411 (8.5%) + 15.4% + 371 2,840 (8.9%) △ 2.0%

税引前当期純利益 2,811 2,485 + 13.1% + 326

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,977 (6.2%) 1,806 (6.3%) + 9.5% + 171 1,900 (5.9%) + 4.1%

EPS 130.95円 119.65円 - + 11.30円 125.86円 + 4.0%

ROE 6.7% 6.5% - + 0.2%



セグメント別実績
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(単位：百万円）

受注高 前年比 公表差 売上高 前年比 公表差 営業利益 前年比 公表差

搬送機械事業 12,017 + 0.7% △ 14.2% 11,333 + 21.2% △ 5.6% 1,105 + 45.2% + 10.5%

産業機械事業 6,685 + 2.9% △ 1.0% 6,579 + 8.8% + 0.4% 852 + 19.7% △ 3.2%

精密機械事業 12,338 △ 10.8% △ 5.3% 13,567 + 8.8% + 4.8% 908 + 6.6% △ 20.4%

その他/消去・調整 464 △ 25.8% △ 51.2% 466 △ 23.5% △ 6.8% △ 83 n.a. △ 53.9%

連結決算 31,504 △ 4.2% △ 9.3% 31,945 + 12.2% △ 0.2% 2,782 + 15.4% △ 2.0%

◼ 搬送機械事業

既存顧客からのリピート受注の他、ピッキングシステムや新商品によるソリューション提案とともに、サービス・メンテナンスに注力

◼ 産業機械事業

民間需要の掘り起こしやゲート分野を中心とした既存市場におけるシェアアップ、サービス・メンテナンスに注力。新たに全国キャラバン活動による既存ゲー

ト設備の電動化提案にも注力

◼ 精密機械事業

半導体市場やEV関連の需要はあるものの、中国の景気減速の影響や国内需要の一服感もあり、受注が減少



営業利益増減要因
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2,411 
2,782 

売上増による粗利増加

929 

原価率の上昇（+0.3%）

98 

販管費の増加

450 その他
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2022年度 2023年度

（単位：百万円）

売上高は前年比

+12.2%

営業活動活発化等による

販管費の増加

➢ 原材料・資源価格高騰の影響を受けたものの、価格転嫁やコストダウンにより原価率の上昇は0.3ポイントにとどめた

➢ 一方、営業活動活発化等により販管費が増加



貸借対照表及びキャッシュフロー
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2023年度は期末日休日の影響により、フリーキャシュ・フローが約14億円上振れしております

貸借対照表

キャッシュフロー

(単位：百万円）

2023年3月末 2024年3月末 前年度末比

現金及び預金 11,121 11,936 ＋ 815

売掛債権・電子記録債権 10,149 10,643 ＋ 494

棚卸在庫 3,556 3,972 ＋ 416

有形固定資産 12,312 13,934 ＋ 1,622

投資有価証券 5,883 6,782 ＋ 899

資産 計 45,116 50,127 ＋ 5,011

借入金 416 416 ＋ 0

支払債務・電子記録債務 8,321 10,013 ＋ 1,692

負債 計 16,704 19,579 ＋ 2,875

純資産 28,411 30,548 ＋ 2,137

1株当たり純資産 1,882.01円 2,022.88円 ＋ 140.87円

自己資本比率 63.0% 60.9% △ 2.0%

ネットキャッシュ 10,705 11,520 ＋ 815

(単位：百万円）

2022年度 2023年度 前年度末比

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,334 3,712 ＋ 2,378

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,280 △ 2,206 ＋ 1,074

フリーキャッシュ・フロー △ 1,946 1,560 ＋ 3,452

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 717 △ 640 ＋ 77



Lead Tech Exploration.

2024年度（2025年3月期）見通し



(単位：百万円）

2024年度
見通し

2023年度
実績

前年比／差

受注高 35,340 31,504 + 12.2% + 3,836

売上高 33,250 31,945 + 4.1% + 1,305

売上総利益（率） 9,410 (28.3%) 8,616 (27.0%) + 9.2% + 794

販売費及び一般管理費 6,460 5,833 + 10.7% + 627

営業利益（率） 2,950 (8.9%) 2,782 (8.7%) + 6.0% + 168

税引前当期純利益 3,010 2,811 + 7.1% + 199

親会社株主に帰属する
当期純利益

2,080 (6.3%) 1,977 (6.2%) + 5.2% + 103

EPS 137.75円 130.95円 - + 6.80円

ROE 6.7% 6.7% - + 0.0%

セグメント別

搬送機械事業 売上高 11,500 11,333 + 1.5% + 167

営業利益(率) 1,151 （10.0％） 1,105

産業機械事業 売上高 6,760 6,579 + 2.8% + 181

営業利益(率) 895 （13.2％） 852

精密機械事業 売上高 14,430 13,567 + 6.4% + 863

営業利益(率) 1,193 （8.3％） 908

2024年度業績見通し
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Lead Tech Exploration.

株主還元



株主還元
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*1. 連結純資産配当率 ＝１株あたり配当金／期末1株あたり連結純資産

実績
2023年度
決議

2024年度
予想

2023年度は40.0円、2024年度は配当政策の変更により、84.0円を予定

2023年度までの配当政策

安定的な配当を継続して行うことを基本方針

配当性向  30%を目標

2024年度以降の配当政策

4.0%を目安
DOE*1

（連結純資産配当率）

安定的な配当を継続して行うことを基本方針

¥30.0 
¥40.0 
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Lead Tech Exploration.

ご参考



新精密⼯場兼事務所棟建設
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精密機械事業の需要増大に対応する新精密⼯場兼事務所棟は

計画通り、2024年9月竣⼯予定

(1) 名 称 ：新精密工場兼事務所棟

(2) 所 在 地 ：福岡県古賀市駅東三丁目３番１号
（本社工場敷地内）

(3) 構 造 ：鉄骨造（準耐火構造）

(4) 規  模 ：地上３階
延床面積 11,785.00㎡（3,564坪）
建築面積 6,170.00㎡（1,866坪）

(5) 竣 工 ：2024年9月（予定）

(6) 投資金額 ：約50億円

新精密工場兼事務所棟 外観イメージ

• 電子部品及び電気自動車関連の生産急増および半導体市場の急激な成長を背景に、当社製品に対する需要が高い水準で推移

• 高まる製品需要に今後も的確に対応していくため、新工場の建設によって生産能力を現状比で1.5倍に高め、事業の競争力強化を図る

新精密⼯場兼事務所棟建設の目的

新精密⼯場兼事務所棟の概要



Seibu America Corporation 設立
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2024年4月、株式会社兼松KGKとの共同出資により、

Seibu America Corporationを米国に設立

(1) 名 称  ： Seibu America Corporation

(2) 所 在 地 ：1550 Louis Ave. Elk Grove Village,IL 60007 U.S.A.

(3) 代 表 者 ：岩 岡 将 志

(4) 事業内容：北米地区（カナダ・メキシコを含む）において、工作機械、産業機械、搬送機械の販売及び関連サービスの提供

(5) 資 本 金  : US3百万ドル

(6) 出資比率 : 兼松KGK51%、西部電機49%

• 米国でのワイヤ放電加工機の市場は主に自動車、医療、航空宇宙、エレクトロニクス、金型製造が主流となっており、特に医療、航空宇宙系は今後

更に成長が見込まれる

• 更なる業績の拡大と共に事業ポートフォリオを形成すべく、米国内での「Seibu」ブランド価値向上を目指し、兼松ＫＧＫと合弁会社を設立

• 北米地区での顧客満足度の維持・向上およびサービス体制に対する安心感の提供を目的とした戦略を推進し、当社グループの北米地区における更

なる成長を図る

Seibu America Corporation設立の目的

合弁会社の概要



米国ニュース雑誌『TIME』誌アジア版に掲載
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インタビューでは、IoTやAIなどのコン

ピューター・ネットワーク技術がビジネス

や社会を大きく変えていく中、産業機

械や工作機械業界における当社の

役割や取り組み、そして今後のビジネ

ス展開についてお話しいたしました。

米TIME誌に、

代表取締役 税所幸一の

インタビュー記事が掲載されました。
（アジア版・2023年10月9日号）



本資料における将来の予想等に関する各数値は、現時点で

入手可能な情報に基づく当社の判断や仮定によるものであり、

リスク及び不確実性が含まれております。したがって実際の業

績等は、予想数値と異なる結果となる場合があります。

東証スタンダード・福証（証券コード：６１４４）

＜お問い合せ先＞ 経営企画部

TEL：092-941-1500

FAX：092-941-1511

https://www.seibudenki.co.jp/ir/

西部電機株式会社

https://www.seibudenki.co.jp/ir/
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